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新規高等学校卒業予定者企業説明会のご案内

京都府南部地域・京都府北部地域

　平成２6年３月新規高等学校卒業者の就職状況につきましては、求人は改善傾向にあるものの、
希望職種とのミスマッチや地域により厳しい状況が予想されます。
　このため、就職を希望する生徒達に企業からの活きた情報が直接伝わるよう、職業安定機関
と教育機関との連携により「企業説明会」を開催いたします。

京都府南部地域（京都駅前会場）
　日　時　平成２５年１１月２２日（金）　　１４時００分から１７時００分
　場　所　マリアージュグランデ（京都市南区烏丸八条角　アバンティ８F）

京都府北部地域（福知山会場）
　日　時　平成２５年１１月１２日（火） 　　１３時１５分から１６時３０分
　場　所　マリアージュ福知山（福知山市駅南町３-５２）

対象生徒
　平成２６年３月高等学校卒業予定者

主 催
　京都労働局・ハローワーク、京都府・京都府教育委員会、京都市教育委員会

内 容
●参加企業の求人一覧表を会場で配布し、参加生徒が求人内容や参加企業等の情報を収集

するため参加企業のブースを自由に訪問します。
●当日は面接会ではなく、企業の情報収集の場であるため、企業は求人内容や自社の説明

及び生徒からの質問に対応いただきます。
●北部会場では、参加企業から生徒向け企業プレゼンテーションを行っていただきます。

参加企業要件
　京都府内に事業所と人事採用権があり、就業場所も京都府内であることを優先します。

参加申込み期限
　京都駅前会場・・・・　１１月 ７日（木）
　福知山会場・・・・・　１０月２８日（月）（参加企業の募集は、締め切らせていただきました。）

参加申込み方法
　管轄のハローワークへお申し込みください。
　※定員に達し次第、締め切らせていただきます。
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若者の採用・育成に積極的な中小・中堅企業の皆さま

『若者応援企業宣言』をしませんか?
「若者応援企業宣言」事業とは…
一定の労務管理の体制が整備されており、若者のための求人を提出し、若者（ 35歳未満）の採

用・育成に積極的であり、通常の求人情報よりも詳細な企業情報・採用情報を積極的に公表する中
小・中堅企業を「若者応援企業」として、積極的にＰＲ等を行う事業です。

一定の労務管理体制

積極的に若者（35歳未満）を採用・育成

詳細な企業情報・採用情報を公開

▼ 若者応援
企業宣言 ▼

ハローワークが
積極的に

御社をPR!!

「若者応援企業宣言」をすると、どんなメリットがあるの？

1 若者の職場定着が
期待できます

ハローワークに提出される通常の求人情報に比べて、より詳細な企業情報・
採用情報を公表できますので、御社の職場環境・雰囲気・業務内容がイメージ
しやすくなり、より適した人材の応募が見込まれ、採用後の職場定着が期待
できます。

2 御社の魅力をアピール
できます

都道府県労働局のホームページで、就職関連情報も含めたPRシートを公表
しますので、御社の魅力を広くアピールできます。

3 就職面接会などへの
参加機会が増えます

就職面接会などの開催について積極的にご案内しますので、若年求職者と接
する機会が増え、より適した人材の採用が期待できます。

4 「若者応援企業」を名乗る
ことができます

「若者応援企業」の名称を使用し、若者の育成・採用に積極的であることを対
外的にアピールすることができます。　(※1)

（※1）ただし、使用期間は求人の提出日から原則、その事業年度末までです。継続して「若者応援企業」の名称を使用する場合は、
改めて求人を提出し、宣言基準の確認を受けてください。

どんな企業が「若者応援企業宣言」できるの？
次の1から7の基準（宣言基準）をすべて満たす中小・中堅企業であれば、宣言できます。

1 学卒求人など、若者対象のいわゆる正社員求人(※2)をハローワークに提出すること

2 「若者応援企業宣言」の事業目的に賛同していること

3
右の就職関連
情報を開示し
ていること

・社内教育、キャリアアップ制度等
・過去3年度分の新卒者の採用実績及び定着状況
・過去3年度分の新卒者以外の正規雇用労働者(35歳未満〉の採用実績と定着状況
・前年度の有給休暇および育児休業の実績
・前年度の所定外労働時間(月平均)の実績

4 労働関係法令違反を行っていないこと

5 事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと

6 新規学卒者の採用内定取消を行っていないこと

7 助成金の不支給措置を受けていないこと

（※2）正社員とは、雇用期間の定めがなく、所定労働時間が通常の労働者と同程度の社員をいいます。
　　　 派遣求人（特定労働者派遣求人は除く）や請負求人は、本事業の趣旨・目的に沿わないため対象外となります。

（事業主の方へ）

お問い合わせ先：最寄りのハローワークへ
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有期契約労働者、短時間労働者および派遣労働者等の
企業内でのキャリアアップに取り組む事業主を支援します！

キャリアアップ助成金
　有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といった、いわゆる非正規雇用の労働者の企業内でのキャリ
アアップ等を促進するため、正規雇用への転換、人材育成、処遇改善などの取組を実施した事業主に対して
助成する制度を創設しました。
　労働者の意欲、能力を向上させ、事業の生産性を高め、優秀な人材を確保するために、ぜひ、この助成金
制度をご活用ください。

助　成　内　容 助　成　額
（ ）額は大企業の額（短時間正社員制度は大規模事業主）

正規雇用等
転換コース

(※１)

正規雇用等に転換または直接雇用（以下「転換等」
といいます）する制度を規定し、有期契約労働者等
を正規雇用等に転換等した場合に助成

①有期→正規：１人当たり40万円（30万円）
②有期→無期：１人当たり20万円（15万円）
③無期→正規：１人当たり20万円（15万円）

＜１年度１事業所当たり10人まで＞
対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合、
１人当たり①10万円  ②5万円  ③5万円を加算

（加算額は中小企業・大企業ともに同額）

人材育成
コース

有期契約労働者等に
●一般職業訓練（Off-JT）　または
●有期実習型訓練（「ジョブ・カード」を活用した

Off-JT+OJTを組み合わせた３～６か月の職業
訓練）を行った場合に助成

●Off-JT《１人当たり》
　賃金助成：１ｈ当たり800円（500円）
　経費助成：上限20万円（15万円）
●OJT《１人当たり》
　実施助成：１ｈ当たり700円（700円）

＜１年度１事業所当たりの支給限度額は500万円＞

処遇改善
コース

すべての有期契約労働者等の基本給の賃金テーブ
ルを改定し、３％以上増額させた場合に助成

１人当たり１万円（0.75万円）
＜１年度１事業所当たり100人まで＞

「職務評価」の手法を活用した場合、
１事業所当たり10万円（7.5万円）上乗せ

健康管理
コース

有期契約労働者等を対象とする「法定外の健康診断
制度」を規定し、延べ４人以上実施した場合に助成

１事業所当たり40万円（30万円）
＜１事業所当たり１回のみ＞

短時間正社員
コース
(※２)

短時間正社員制度を規定し、①雇用する労働者を
短時間正社員に転換し、または、②短時間正社員
を新規で雇い入れた場合に助成

１人当たり20万円（15万円）
＜短時間労働者の週所定労働時間延長コースの

人数と合計し、１年度１事業所当たり10人まで＞
対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合、１
人当たり10万円加算（加算額は中小企業・大企業ともに
同額）

短時間労働者の
週所定労働時間

延長コース
(※３)

週所定労働時間25時間未満の有期契約労働者等を
週所定労働時間30時間以上に延長した場合に助成

１人当たり10万円（7.5万円）
＜短時間正社員コースの人数と合計し、

１年度１事業所当たり10人まで＞

※１・「正規雇用等」とは、「正規雇用または無期雇用」をいいます。
　　・派遣労働者の場合、派遣元事業主で転換または派遣先の事業所で直接雇用される場合に助成します。
　　・無期雇用への転換等は、通算雇用期間３年未満の有期契約労働者からの転換等であって、基本給の５％以上を増額し

た場合に限ります（５％の算出方法は、標準的な方法を設定した上で柔軟に対応）。なお、短時間正社員に転換等した
場合は対象外となります（短時間正社員コースにより助成します）。

※２　主にワーク・ライフ・バランスの観点から正規雇用労働者を短時間正社員に転換するケースや、短時間労働者を短時
間正社員に転換するケースなどを想定しています。

※３　社会保険の適用基準を満たす労働時間まで延長し、労働者の能力のさらなる活用につなげることを目的としています。

活用に当たっては、ガイドラインに沿って、「キャリアアップ管理者の配置」、
「キャリアアップ計画の作成」が必要です。詳細は次頁をご覧ください。

お問い合わせ先：京都労働局助成金センター ☎ 075-241-3269 又は 最寄りのハローワークへ

（事業主の方へ）
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お問い合わせ先：京都労働局助成金センター ☎ 075-241-3269 又は 最寄りのハローワークへ

「有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン」の主な内容
（助成制度を活用する上で、配慮するよう努めることが望ましい事項）

キャリアアップに向けた
管理体制の整備

●有期契約労働者等のキャリアアップに取り組む人を「キャリアアップ管理者」として位
置付け

計画的なキャリアアップ
の取り組みの推進 ●キャリアアップに向けた取り組みを計画的に進めるため「キャリアアップ計画」を作成

正規雇用・無期労働契約
への転換

●有期労働契約から正規雇用・無期労働契約への転換、無期労働契約から正規雇用への転
換の促進、無期転換後の処遇への配慮、正規雇用転換制度の対象者の範囲・方法・評価
基準などの設定への配慮

人材育成
●職業能力や希望するキャリアパスに応じた計画的な教育訓練などの実施（目標の明確化）
●若者に対するジョブ・カード制度を活用した実践的な教育訓練の実施、成長分野の事業

主による積極的な教育訓練の実施

処遇改善 ●職務分析・職務評価の手法、ジョブ・カードや職業能力評価基準などの活用等による職
務の内容や職業能力の評価、職務の内容などを踏まえた処遇への反映

その他
●法定外健康診断の導入、短時間正社員（注）への移行など、短時間労働者の希望に応じた社

会保険適用に向けた所定労働時間の拡大
　（注） 通常の労働者と比べ所定労働時間が一定程度短い正規雇用の労働者をいう。　

これらを実施

企業内でのキャリアアップを促進するための包括的な助成制度
『キャリアアップ助成金』を活用！

受給までの流れ （※）「有期実習型訓練」を実施する場合、訓練対象者に「ジョブ・カード」の交付
が必要です。ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングおよび交
付は、ハローワーク、ジョブ・カードセンター等で実施しています。

労働局・
ハローワーク 事　業　主 ジョブ・カード

センター
キャリアアップ計画
の作成・援助・確認

◎キャリアアップ計画は、
　労働組合等の意見を聴いて作成

訓 練 計 画 届 の
確 認

訓 練 実 施
状 況 の 確 認

支　 給　 審　 査
支　 給　 決　 定

キ ャ リ ア ア ッ プ 計 画 の
作 成 ・ 提 出

訓練計画届の
作 　 　 成

訓練計画届の
提 　 　 出

訓 練 実 施

実  施

支　　給　　申　　請

訓 練 カ リ キ ュ ラ ム
の 作 成 支 援 等

訓 練 実 施 に 関 す る
相 談 ・ 援 助

人材育成コース以外人材育成コース  *
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 365 日、24 時間いつでも申請できます。 
 自宅やオフィスのパソコンなど、どこからでも申請できます。 
 チェック機能があるので、事前に記入ミスを防止できます。 
 時間やコストの節減になります。 

電子申請は e-Gov から行います

e-Gov（イーガブ）とは、総務省がインターネット上で運営する行政サービスの総合窓
口です。厚生労働省をはじめ、各省庁への申請・届出などの手続がオンラインで行えます。

（http://www.e-gov.go.jp/）

電子申請に必要なもの・・・電子署名

e-Gov で雇用保険関係手続の電子申請を行うには、「電子署名」が必要です。このため、
あらかじめ、「電子証明書」を入手していただく必要があります。

雇用保険関係手続に利用できる電子証明書を発行している機関（認証局といいます）につ
いては、厚生労働省ホームページでご確認ください。

【厚生労働省トップページ・厚生労働省からのご案内】http://www.mhlw.go.jp/
「申請・募集・情報公開」電子申請（申請・届出等の手続案内）

→ 電子申請に利用可能な民間認証局 「認証局と手続区分・事業所形態の対応表」 
http://www.mhlw.go.jp/shinsei_boshu/denshishinesei/dl/ninsyoukyoku_taiouhyou.pdf 

（※） 「電子署名」、「電子証明書」とは？ 

　事業主が雇用する労働者に関して雇用保険関係手続を行う場合、各種届出書
を公共職業安定所長に提出する必要があります。 
　提出方法には、ハローワーク窓口に書類を提出していただく方法に加えて、
インターネットによる「電子申請」があります。ぜひ電子申請をご利用ください。

電子申請のメリット

「電子署名」は、書類上の押印やサインと同じ行為を電子手続上にて行うものです。 
「電子証明書」は、いわば印鑑証明のようなものです。

電子申請ご利用のおすすめ
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お問い合わせ先：京都労働局職業安定課 ☎ 075-241-3268 又は 最寄りのハローワークへ

電子申請ができる雇用保険関係手続は、以下のとおりです。 

１　雇用保険適用除外申請書 

２　雇用保険被保険者資格取得届

３　雇用保険被保険者資格喪失届

４　雇用保険被保険者証の再交付の申請 

５　雇用保険被保険者転勤届 

６　雇用保険被保険者氏名変更届 

７　雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書／所定労働時間短縮開始時賃金証明書の提出 

８　雇用保険の事業所設置の届出 

９　雇用保険の事業所廃止の届出 

10 　雇用保険の事業所の各種変更の届出 

11　雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任・解任届 

12　 未支給の雇用保険失業等給付（求職者給付・就職促進給付）の請求 

13 　雇用保険の公共職業訓練等受講届及び同通所届 

14 　雇用保険受給資格者氏名・住所変更届 

15　 雇用保険傷病手当の申請 

16　 雇用保険就業促進手当（再就職手当）の申請 

17 　雇用保険就業促進手当（常用就職支度手当）の申請 

18　 雇用保険移転費の申請 

19　 雇用保険広域求職活動費の申請 

20 　雇用保険教育訓練給付（教育訓練給付金）の申請 

21 　高年齢雇用継続基本給付の申請 

22　 雇用保険高年齢雇用継続給付（高年齢再就職給付金）の申請 

23　 雇用保険育児休業給付（育児休業給付金）の申請 

24　 雇用保険育児休業給付（育児休業者職場復帰給付金）の申請 

25 　雇用保険介護休業給付（介護休業給付金）の申請 

26 　雇用保険被保険者六十歳到達時等賃金証明書の提出及び高年齢雇用継続給付受給資格確認 

27　 雇用保険被保険者離職票の再交付の申請 

28　 就業促進手当（就業手当）の申請 

29 　受給期間・教育訓練給付適用対象期間・高年齢雇用継続給付延長申請

電子申請ができる雇用保険関係手続
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　労働者派遣で働いている方、労働者派遣で働こうと考えている方を対象に、派遣労働に当
たっての知識・仕組み（労働者派遣制度、労働基準法令、労働・社会保険の適用等）、求人票
の見方などに関するセミナーを開催します。

◆　日時等　　第１回　平成25年	11月	21日	（木）	午後２時～	３時	 京都労働局
第２回　平成25年	12月	 9日	（月）	午前９時～	10時	 京都労働局　
第３回　平成25年	12月	 9日	（月）	午後２時～	３時	 京都労働局

※第４回　平成25年	12月	12日	（木）	午後２時～	３時	 福知山公共職業安定所
第５回　平成26年	 1月	17日	（金）	午後２時～	３時	 京都労働局
第６回　平成26年	 1月	29日	（水）	午前９時～	10時	 京都労働局
第７回　平成26年	 2月	17日	（月）	午後２時～	３時	 京都労働局

◆　場　所　　第１回・第６回・第７回は、京都労働局　６階「中３会議室」
第２回・第３回・第５回は、京都労働局　６階「中２会議室」

　　　　　　　　京都市中京区両替町通御池上ル金吹町451
　　　　　　　　　（京都市営地下鉄烏丸線「烏丸御池」下車　２番出口徒歩３分）

※第４回は、福知山公共職業安定所２階会議室
　　　　　　　　福知山市東羽合町37（ＪＲ福知山駅下車　徒歩５分）

◆　内　容　　①　労働者派遣制度について
②　派遣労働者として働くときに気をつけること
③　質疑・相談

◆　対象者　　京都府内にお住まいの方で、
①　労働者派遣で働いている方
②　労働者派遣で働こうと考えている方
③　労働者派遣制度等について知りたい方

◆　申込み　　ご希望の方は開催日の１週間前までに、お電話にて下記まで申込み下さい。
　　　　　　　各回の定員は24名です。（先着順）
　　　　　　　受講料は無料です。

お問合わせ・申込み先：京都労働局需給調整事業課 ☎ 075-241-3225
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～ 高度な技術、豊富な経験・豊富なスキルの人材の宝庫 !! ～ 事業主の皆様へ

京都人材銀行は、40歳以上の管理職・技術職・専門職の
あっ旋を専門に行うハローワークです。

お取り扱い対象年齢は
40歳以上となります。

管理職 ( 課長相当職以上 ) 技術職、
専門職のいずれかの職種が対象
です。（技能職は対象外です）

 その１：管理職・技術職・専門職の経験者確保に最適です！
 その２：求職登録者の情報を検索・閲覧いただくことができます！
 その３：応募者の職歴をご覧いただいた上で面接の可否判断ができます！
 その４：ハローワークの機関ですのでご利用はすべて無料です！

〒６００－８２１６
京都市下京区烏丸通七条下ル東塩小路町７３５－５
ニッセイ京都駅前ビル（８階）

 京都人材銀行（ハローワーク西陣）

TEL （075）361-8609
FAX （075）361-8612
http://www.kyoto-jingin.go.jp

当ビルには駐車場・
駐輪場がありません
ので、公共交通機関
をご利用ください。

＊ホームページに最新の求職者情報を掲載しています（毎日更新中！）
＊求人申込用紙がホームページからダウンロードできます！

スタッフ一同ご利用をお待ちしております！

ハローワーク

★現在、京都人材銀行では特に管理職の求人が不足しています！
★課長、部長、所長、支店長、工場長、支配人、マネージャー、スーパーバイザーなどの
　欠員や増員計画がございましたら、是非京都人材銀行にご相談ください！

ニッセイ京都駅前ビル

ご存じですか？
４つの特長！
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平成25年12月1日以降

雇 用 調 整 助 成 金   の支給要件などを
変更する予定です。

　雇用調整助成金は、平成25年12月1日以降､下記のように内容の一部が変更になります。
　現在受給中、または今後ご利用をお考えの事業主の皆さまには、ご留意いただきますようお願いします。

（事業主の方へ）

① クーリング期間制度の実施
対象期間の初日を平成25年12月１日以降に設定する場合から

過去に雇用調整助成金又は中小企業緊急雇用安定助成金の支給を受けたことがある事業主が
新たに対象期間を設定する場合、直前の対象期間の満了の日の翌日から起算して一年を超えて
いることが必要になります。

②休業規模要件の設置
平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

判定基礎期間における対象被保険者に係る休業等の実施日の延日数が、対象被保険者に係る

所定労働延日数の　　　　　　　　　　　　の場合のみ助成対象となります。

③特例短時間休業の廃止
平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

短時間休業のうち、特定の労働者のみに短時間休業をさせる「特例短時間休業」についは、
助成対象外となります。　
＊ 事業所（対象被保険者全員）での一斉の短時間休業は、引き続き助成の対象です。

④教育訓練の見直し
平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

教育訓練の助成額の変更のほか、教育訓練について見直しを行っています。
※詳しくは次頁参照　

（次頁に続く）

大 企 業：1/15以上　 
中小企業：1/20以上 

お問い合わせ先：京都労働局助成金センター ☎ 075-241-3269 又は 最寄りのハローワークへ
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④－１　教育訓練の助成額の変更
　●教育訓練を実施したときの１人１日当たり加算額を次のように変更します。

現　行 平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

（事業所外訓練）
大企業　：2,000円　中小企業：3,000円 一律で　1,200円　

・大企業/中小企業　　
・訓練の事業所内/外　　

は問いません（事業所内訓練） 
大企業　：1,000円　中小企業：1,500円

④－２　教育訓練日の業務不可
平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

教育訓練のうち、受講日に対象被保険者を業務に就かせるものは、助成対象外となります。

④－３　事業所外訓練における半日訓練の新設
　●教育訓練における事業所外訓練の取り扱いを次のように変更します。

現　行 平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

（事業所内訓練）　全一日訓練または半日訓練
　　　　　　　　　（3時間以上所定労働時間未満）が可能

事業所内訓練、事業所外訓練ともに
全一日訓練 または 半日訓練（3時間
以上所定労働時間未満） が可能 
※半日訓練の場合、上記④－2により、当日の残

りの時間帯に業務に就かせることはできません
が、休業することは可能です。

（事業所外訓練） 　全一日訓練（3時間以上）のみが可能

④－４　教育訓練の判断基準の見直し
平成25年12月１日以降の判定基礎期間から

助成対象とならない教育訓練の判断基準について、現行の①～⑨に⑩～⑭が追加されます。

お問い合わせ先：京都労働局助成金センター ☎ 075-241-3269 又は 最寄りのハローワークへ

助 成 金 の 対 象 と な ら な い 教 育 訓 練
①
②
③
④

⑤
⑥
⑦
⑧
⑨

その企業において通常の教育カリキュラムに位置づけられているもの
法令で義務づけられているもの
転職や再就職の準備のためのもの
教育訓練科目や職種などの内容に関する知識または技能、実務経験、経歴を持つ指導員または講師※により行われ
るものでないもの　　※資格の有無は問いません
指導員または講師が不在のまま自習（ビデオやＤＶＤ等の視聴を含む）を行うもの
通常の生産ラインで実施するもの、または教育訓練過程で生産されたものを販売する場合
過去に行った教育訓練を、同一の労働者に実施する場合
海外で行うもの
外国人技能実習生に対して実施するもの

⑩ 職業に関する知識、技能又は技術の習得又は向上を目的としていないもの
　（例）意識改革研修、モラル向上研修、寺社での座禅　等

⑪ 職業または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの
　（例）接遇・マナー講習、パワハラ・セクハラ研修、メンタルヘルス研修　等

⑫ 趣味・教養を身につけることを目的とするもの
　（例）日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講習、話し方教室　等

⑬ 実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの
　（例）講演会、研究発表会、学会　等

⑭ 通常の事業活動として遂行されることが適当なもの
　（例）自社の商品知識研修、ＱＣサークル　等

見直し

見直し
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◇１１月は「労働保険適用促進強化期間」です◇

労働保険の成立手続はおすみですか

労働保険とは、労災保険と雇用保険の２つを併せた保険のことを言います。

　　事業主が成立手続を行わない期間中に労働災害が発生した場合、遡って保険料を

　労働保険とは、労働（通勤）災害や失業等が発生した際に、保険給
付等を行うことにより労働者の福祉の増進を図る制度です。

　　労働保険は政府が管理、運営している強制保険で、原則として、労働者を一人で
も雇っていれば労働保険の適用事業所となり、事業主は成立手続（加入手続）を行
わなければなりません。このため、未加入の事業主の方は、次の点にご留意ください。

　　再三の加入勧奨・手続指導にもかかわらず、自主的に成立手続を行わない場合は、
最終的な手段として職権による成立手続及び保険料の認定決定が行なわれます。

徴収される他、給付に要した費用の全部または一部を費用徴収されます。

　　再三の加入勧奨・手続指導にもかかわらず、自主的に成立手続を行わない場合は、

　　再三の加入勧奨・手続指導にもかかわらず、自主的に成立手続を行わない場合は、

２５平成 年度 労働保険大会が開催されます平成２５年度 労働保険大会が開催されます

日　時　　平成25年11月21日（木）　午後２時30分開会
場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間
主　催　　京都府労働保険事務組合連合会
内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場
　　　　　②講　演　　「労働力の流動化」を巡って
　　　　　　　　　　　元厚生労働省職業安定局長　髙橋　満氏

お問い合わせ先：京都労働局労働保険徴収課　☎ 075-241-3213
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　労災保険は、労働者の業務または通勤による災害に対して保険給付を行う制度ですが、
労働者以外でも、業務の実情、災害の発生状況などからみて、労働者に準じて保護するこ
とが適当であると認められる人には、特別に任意加入を認めています。これが「特別加入
制度」です。

　特別加入できるのは、中小企業を経営する「中小事業主」、個人タクシーなど労働者を
使用せず事業を行ういわゆる「一人親方」、海外に出向させる「海外派遣者」などです。

　特別加入者に対する保険給付額は「給付基礎日額」によって算出します。

　特別加入の場合、加入者本人が「給付基礎日額」を選択し、それに所定の保険料率をか
けて算定された保険料を支払うことになっています。
　平成 25 年９月１日からは、｢給付基礎日額」の選択の幅が広がりました。

［特別加入者の給付基礎日額］
９月１日から、新たに 22,000 円、24,000 円、25,000 円が選択できるようになりました。

給付基礎日額

従　　来
   3,500 円 、   4,000 円 、 5,000 円 、    6,000 円 、  7,000 円 、

   8,000 円 、   9,000 円 、   10,000 円 、  12,000 円 、 14,000 円 、

 16,000 円 、 18,000 円 、 20,000 円
今回追加の額   22,000 円 、  24,000 円 、   25,000 円

お問い合わせ先： 最寄りの労働基準監督署 又は 京都労働局労働保険徴収課 ☎ 075-241-3213

◆すでに特別加入している方
　来年度（平成 26 年度）から変更後の給付基礎日額が選択できます。
給付基礎日額の変更を希望する場合は、年度末（平成 26 年 3 月 18 日～
3 月 31 日）または労働保険の年度更新期間（平成 26 年 6 月 1 日～ 7 月
10 日）に手続を行ってください。　

◆新規に加入する方
　　加入する時に、すべての給付基礎日額を選択できます。

９月から労災保険の特別加入者の
給付基礎日額の選択の幅が広がりました！

中小事業主、運送業・建設業の一人親方、海外派遣者など
労災保険に特別加入している皆さま、これから特別加入をお考えの皆さまへ

12

厚生労働省
京都労働局・



京都府

773
円から759京都府 円アップ14

［発効日］ 平成25年10月24日

お問い合わせ先：京都労働局賃金室 ☎ 075-241-3215 又は 最寄りの労働基準監督署へ
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京都府の雇用失業情勢
● 平成 25 年 9 月内容 ●

平成 25 年 10 月 29 日
京都労働局職業安定部

平成 25 年 9 月の京都府における有効求人倍率（季節調整値）は、前月より 0.01 ポイント上昇し 0.93
倍となった。また、新規求人倍率（季節調整値）は、前月より 0.02 ポイント低下し 1.47 倍となった。

正社員有効求人倍率（原数値）は 0.63 倍と前年同月より 0.08 ポイント上昇した。
有効求人数（季節調整値）は、47,595 人で前月に比べ 1.4％増となり、有効求職者数（同）は、

51,420 人で前月に比べ 0.9％増となった。
（１）　有効求職者数（原数値）は、51,091 人で前年同月比 6.7％減少した。
　　　新規求職者数（原数値）は、11,826 人で前年同月比 3.5％減少した。内訳は、一般が 7,960

人で同 2.6％減、パートは 3,866 人で同 5.1％減となった。新規常用求職者 ( パートを除く。) の
構成比をみると、在職者 26.3％、離職者 61.5％（うち事業主都合 17.3％）、無業者 12.2％である。

　　　なお、新規常用求職者の事業主都合による離職者数は、前年同月比 15.2％減少している。
（２）　有効求人数（原数値）は、47,928 人で前年同月比 6.1％増加した。
　　　新規求人数（原数値）は、18,058 人で前年同月比 7.0％増加した。内訳は一般が 10,366 人で

同 6.0％増、パートは 7,692 人で同 8.4％増加した。新規求人数を主要産業別にみると、卸売業 ,
小売業が前年同月比 21.8％増、製造業が同 16.0％増、建設業が同 6.9％増、サービス業（他に分
類されないもの）が同 3.1％増、運輸業 , 郵便業が同 1.7％増となった。

　　　一方、宿泊業 , 飲食サービス業は前年同月比 22.9％減、医療 , 福祉は同 5.8％減となった。　
（３）　就職件数は、3,765 件で前年同月比 0.5％減少した。内訳は、一般が 2,074 件で同 1.2％減、パー

トは 1,691 件で同 0.4％増加した。雇用保険受給者の就職件数は、915 件で同 1.1％増加した。
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16
年
度 

〃

17
年
度 

〃

18
年
度 

〃

19
年
度 

〃

20
年
度 

〃

21
年
度 

〃

22
年
度 

〃

23
年
度 

〃

24
年
度 

〃

0.53
0.47

0.51

0.63

0.82

0.96
1.02

0.92

0.79

0.51

0.59

0.68

0.81
0.81 0.81 0.81 0.81

0.84 0.85 0.86
0.89 0.89 0.90

0.92 0.92 0.93

月間有効求人数

有効求人倍率
月間有効求職者数

注：月別の数値は季節調整値である。なお、平成 24年 12 月以前の数値は、平成 25年 1月分公表時に新季節指数により
改訂されている。

求人・求職・求人倍率の推移
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厚生労働省
京都労働局・


